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研究の概要（200～300字で記入、図･グラフ等は使用しないこと。） 
東日本大震災後 1 年 3 ヶ月の間に、被災地域では法律家たちによる４万件以上の法律無料
相談が行われた。これらの相談内容について日弁連が取りまとめたデータからは、被災し
た人々が何を必要としていて、どのような制度が求められたのかがわかる。  












































































   












 「東日本大震災無料法律相談（第 5 次分析）から見られる傾向」  田島夏与  
 「４万件のリーガルニーズの分析と復興政策実現の軌跡」     岡本  正  
                   
②基調講演（被災地の課題・法的政策的課題）  
  「巨大災害における弁護士無料法律相談の価値と意義」  
       小口幸人（南山法律事務所所長・弁護士、沖縄弁護士会）  
「東日本大震災を振り返って」  
       宇都彰浩（宇都・山田法律事務所代表・弁護士、仙台弁護士会） 
「福島県における法的課題：原子力損害賠償を中心に」  
       頼金大輔（浜通り法律事務所所属・弁護士、福島県弁護士会）  
③パネルディスカッション  
      パネリスト：小口幸人、宇都彰浩、頼金大輔、小山  治  
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2016年 3月5日（土） 立教大学池袋キャンパス マキムホール（15号館）M202教室 
      なお、当日の様子と概要を下記『東北復興新聞』Web版に掲載した。 
      岡本正「5年は節目ではない～経済学と法律学の融合による被災地相談データの分析」  




Kayo Tajima,  Masashi Yamamoto, Daisuke Ichinose "How Do Agricultural 
Markets  Respond to  Radiation Risk?  Evidence from the 2011 Disaster  in 
Japan."  Stanford Summer Juku on Japanese Political  Economy (SSJ -JPE) 2015 
(2015 年 8 月 10-13 日、スタンフォード大学 )  で報告  
（ University of Toyama Faculty of  Economics Working Paper No. 299,  
http: / /www3.u-toyama.ac.jp /review/fudai/WPlist .htm に公開  2016 年 2 月）  
 
岡本正「東日本大震災復興特別区域法改正による土地収用法の規制緩和と復興事業用
地確保の軌跡―災害復興法学の視点でみる政策形成過程の分析」（ 2015 年 9 月 26-27
日  日本災害復興学会 2015 年度東京大会予稿集に掲載  
